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                     構 造 改 革 特 別 区 域 計 画 
 
１． 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

高知県 
 
２． 構造改革特別区域の名称 

高知県産材利活用推進福祉特区 
 
３． 構造改革特別区域の範囲 

高知県安芸郡芸西村の全域 
 
４． 構造改革特別区域の特性 
    本県の人口は８０１，５２４人、６５歳以上の高齢者人口は２０３，３２５人（平成１

６年１０月１日現在、県統計課調べ）となっている。 
総人口が昭和３５年（１９６０年）以降、年々減少が続いている反面、高齢者人口は年々

増加し続けており、高齢化は顕著に進んでいる。 
    総務省統計局の平成１６年１０月１日現在推計人口によると、本県の高齢化率は、全国

の１９．５％を大幅に上回り、２５．３％で、島根県、秋田県に次いで、全国第３位とな

っており、平成２年と比べると８．２ポイントの伸びとなっている。また、高齢化率が４

０％を超える団体が９町村あり、中山間に集中している。 
    年齢階層別の男女別人口構成比を比較すると、６０歳以上では全ての階層で全国の構成

比を上回っている。 
    一方、生産年齢人口のうち、２０代～３０代の人口構成比は、全国を下回っている。 
    要介護認定者は、平成１７年１０月末現在、３６，５０２人が認定を受け、出現率は１

７．９％となっており、また要介護認定者のうち、後期高齢者が８３．１％を占める状況

となっている。 
    特別養護老人ホームをはじめとする介護保険施設への入所希望者も依然として多く、長

期の待機者も少なくない現状であり、その他の入所施設についても、ほぼ満床の状況であ

る。 
    平成１７年１０月現在、要介護２～５の認定者に対する施設サービス及び認知症対応型

共同生活介護の利用者数の割合は、県全体で見ると５２．３％となっており、平成２６年

度において各市町村で３７％以下とする国が示す目標の達成は、非常に難しい状況にある。 
    こうしたことから、計画期間中においては、広域的で大規模な介護保険施設の新たな整

備は行わないこととし、今後の施設整備は、老朽化への対応や耐震対策の強化など緊急性

や必要性に配慮しながら、入所者の居住環境の向上につながる既存施設の「改築」を基本
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とし、個室、ユニットケア化の方向で進めることとしている。 
    また、本県は、森林面積が県土の８４％を占める全国一の森林県であり、人工林蓄積量

は、国有林・民有林合計で１億２，６４７万立方メートル、うち民有林が８３％を占めて

いる。民有林の人工林１ヘクタールあたりの蓄積量は２８３立方メートルとなり、戦後の

大規模な植林時を経て、森林資源は年々成熟しており、これらの資源の活用が本県の重要

課題となっている。 
    しかしながら、製品価格は、昭和５５年をピークとして下落が続き、スギについては、

ピーク時価格（７０，５００円）に比べて５９％の価格（４１，８００円）、ヒノキにつ

いてはピーク時の価格（１４１，５００円）に比べ４７％（６７，２００円）まで落ち込

んでいる。 
    本県の木材需要量は、平成８年次においては、１，０５８千立方メートルとなっていた

ものが、平成１５年次には６８１千立方メートルと大幅に減少しており、新設住宅着工数

の推移をみても、本県の平成１６年の住宅着工戸数は５，５９８戸で、平成８年（９，２

７４戸）に比べて６０％の着工数に減少している。うち、一戸建住宅の着工戸数は、２，

５６３戸で平成８年（４，７０６戸）に比べて５４％の着工数に減少しており、一戸建住

宅の木造率も７８％と全国の８４％に比べて６％下回っている状況である。 
    このように、木材価格の低下や需要の減少により、林業の採算性が著しく悪化するなか、

森林所有者等や林業事業体の林業に対する意欲は低下しており、豊富な森林資源を活用し

た林業の持続的な発展と、地場産業である木材産業の効率化を図るためには、森林施業の

効率化や木材産業の再編、整備と合わせて 、様々な分野において県産材の需要拡大を図
ることが喫緊の課題となっている。 

     
５． 構造改革特別区域計画の意義 
    高齢者福祉施設の老朽化施設の整備をするにあたり、入所者の居住性、環境の向上など

質的な面での処遇が求められてきている。 
    特に、入所者の居住性の向上については、木材をふんだんに使用した、心身に優しい、

健康的な癒しの空間を提供することが非常に有効な手段であると考える。 
    しかしながら、高齢者が利用する入所及び在宅施設等老人福祉関連施設については、そ

れぞれの施設設置基準により、耐火建築物、準耐火建築物にすることが求められており、

現状は鉄筋コンクリート造等の建物がほとんどであるため、木造の施設整備が困難な状況

にある。 
    そこで、安全な避難口、避難経路を確保し、火災の際には避難経路を利用して円滑な避

難が可能となるよう定期訓練を行う等の一定の条件を満たした場合に、耐火・準耐火建築

物という設置条件が緩和されることになれば、人に優しい、環境に配慮した木造建築物の

建設が促進され、豊富な森林資源を活用した林業の持続的な発展と、地場産業である木材

産業の活性化が図られ、高知県産材の需要拡大の効果が期待される。また、不特定多数の
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方の利用が想定される福祉施設を木造化することは、県産材や木造建築物のＰＲという観

点から大きな効果が期待でき、他の建築物への県産材の活用等の見直しや需要の喚起が期

待できるものと考える。 
 
６． 構造改革特別区域計画の目標 
    構造改革特別区域の導入・拡大を進めながら、老人福祉施設の居住性の向上や人に優し

い癒しの空間を提供することを進めていく。 
木造建築物を実際に見て、触れて、木材の良さを感じ再認識していただき、県産材や木

造建築物のＰＲを図り、他の建築物への県産材の活用等新たな需要をも喚起し、その需要

拡大を図りながら、地域の活性化を目指す。 
     
７． 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
     
（１）経済的効果 
  高知県産材を活用した老人福祉施設が林業・木材生産業所得へ及ぼす経済的効果につい

ては、国が導入している費用対効果分析手法をもとに算出すると、延べ床面積５，０６４．

１５平方メートル、使用する木材が１，２００立法メートル、ベッド数が８０床、総事業

費が１，０２７，４２５千円の木造施設を計算する場合、木を伐採することによって森林

所有者等が得られる所得２８，２５３千円、製材することにより製材所が得られる所得１

７６，５１５千円と計算できる。 
  また、当該施設の整備を契機としての公共施設や住宅分野での高知県産材を中心とした

地域材の需要拡大効果、当該施設の利用により生じる交流・展示促進効果が見込まれる。 
  さらに、地球温暖化防止効果による炭素貯蔵効果及び炭素排出抑制効果等環境保全に係

る波及効果も推定される。 
  これら効果を総合的に評価し、費用対効果を見ると、投下した総事業費１，０２７，４

２５千円に対し、妥当投資額は３，１７９，２０５千円と積算され、投資効率は３．０９

となり、林業・木材産業の振興に十分効果を発揮するに足りる施設と評価される。（別添「費

用対効果分析報告書」参照。） 
  なお、上記の効果は一施設の建設によって発現されるものであり、不特定多数の方の利

用が想定される老人福祉施設を木造にすることは、県産材の木造建築物がより多くの人々

の目にふれ、手に触れて、木材の良さを感じてもらうことができる。 
県産材や木造建築物のＰＲを図ることにより、他の建築物への県産材の活用等新たな需

要を喚起し、また今後の施設整備にも大きな効果をもたらすことができるものと思われ、

経済的にも大きな効果があると考えられる。 
（２）社会的効果 

入所者にとって、視覚的特性や芳香性などの木材の持つ癒し効果によるストレスの軽減
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やアレルギーの抑制、湿度調整や熱伝導率が少ない等の効果による快適な空間での生活が

期待でき、また衝撃吸収能力が高いため、床に木材を使用することにより、高齢者の転倒

時の骨折等、けがの発生も減少すると思われる。 
    木材は、自然から生み出される資源であり、鉄や化学製品にはない優しさを持ち、生産

のための自然環境への負荷も非常に少なく、循環的な利用が可能な人や環境に優しい資源

である。また、炭素を長期間保存できるなど、地球環境の保全に貢献する資材でもある。 
このように優れた特性を持つ木材が大規模施設で利用されることにより、林業生産活動

が活性化され、産業や地域を元気にし、適切な森林整備が推進されるとともに、森林の有

する公益的機能も持続的に発揮され、水と緑豊かな県土の保全を通じて県民の安全で快適

な生活が創造できるものと思われる。 
  

８． 特定事業の名称 
９３３ 
特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物設置事業 

 
９． 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連する

事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 
 

○ 木造、２階建て準耐火建築物を建築する際には、スプリンクラーの設置義務づけ等、

別紙特定事業の内容を実施し、県が必要な安全性を有すると認めた場合のみ、準耐火

建築物とすることができるとするものである。 
 
○木材産業の振興施策として 
（１）県産材の需要拡大について 
    高知県では「高知県産材利用推進方針」を定め、知事を本部長とする「県産材

利用推進本部」を設置し、県が発注する施設は原則木造とするなど、県をあげて、

県産材の利用推進に取り組んでいる。 
    この取り組みを、市町村や民間等へも広げていくために、「高知県産材利用推進

事業」などの施設整備に関する補助事業により、公共的な施設の木造、木質化を

推進している。 
   あわせて、「こうち安心の木の住まいづくり助成事業」により、県産材を使用した

個人住宅に対しても助成を行い、戸建て住宅の木造化率を全国平均以上に引き上

げることとしている。 
    その他、全国に先駆け取り組んでいるＦＳＣなどの森林認証材の普及、ＰＲ活

動に対する助成や森林環境税を活用して、県内の幼稚園、保育園、小学校の県産

材を使用した木製の机、椅子等の購入に対して助成を行う「木材活用支援事業」
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の実施など、県産材の需要拡大に努めている。 
 
（２）木材産業の構造改革について（木の産業づくりと森の再生） 

        本県では、森林資源が成熟しつつあるなかで、大きな資源である森林や木を活

かすことによって、産業を元気にし、人々が安らげる地域をつくり、新しい時代

にふさわしい循環的な社会を実現することを目指している。 
        そのため、平成１８年に「木の産業づくりと森の再生プラン」を策定し、①多

面的な機能を発揮できる、多様で健全な森づくり、②人や環境に優しい木材の積

極的利用と木の産業づくり、③県民が森を知り、木に親しむ暮らしづくりの３つ

の森林、林業の振興に向けての基本的な取り組み方向を明らかにした上で、多く

の県民や森林・林業・木材産業に関わる方々の理解と主体的な参加を求めながら、

木を育て、木に親しみ、木を活かす「木の文化県」づくりに取り組んでいくこと

にしている。 
 

○ 老人福祉施設等整備について 
平成１８年度から県単独補助金となった老人福祉施設等整備については、事業

実施主体と連携をとりながら、また、民間資金の活用による施設整備においても

その取り組みへの誘導を図りながら特区計画を促進し、木造化に努めていく。 
また、内装等への木質化も積極的に促進し、入所者の居住性、環境の向上、心

身に優しい、健康的な癒しの空間を提供していく。 
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別 紙（特定事業の内容） 
 
１．特定施設の名称 
   番 号   ９３３ 
   名 称   特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物設置事業 
 
２．当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
①設置主体の名称及び所在地 
名 称  社会福祉法人 土佐香美福祉会 
所在地  高知県香美市土佐山田町５５０番２ 

   
②社会福祉施設等の種別、名称及び所在地 
種 別  特別養護老人ホーム及び指定短期入所生活介護事業所 
名 称  特別養護老人ホーム「洋寿荘」 
所在地  高知県安芸郡芸西村西分字西猫谷乙２９７外 

  
３．当該規制の特例措置の適用の開始の日 
    構造改革特別区域計画の認定を受けた日 
 
４．特定事業の内容 

① 木造、２階建てとする。 
② 火災の初期消火を行うスプリンクラーを設置する。 
③ 火気使用室等火災の発生の恐れがある部屋又は各居室３室ごとに、

延焼を抑制する壁を配置する。 
④ 居室から避難口までの歩行距離を３０ｍ以内とする。 
⑤ スロープ、すべり台等を設置することにより２階から地上に通ずる

避難経路を確保し、建物から敷地外への避難を容易とする。 
⑥ 広い敷地の確保により、建物から敷地外へ避難を容易とし、緊急車

両が通行可能とする。（敷地境界から建物までの有効幅員を４ｍ以上

とする。） 
⑦ 自動火災報知器の設置と消防機関へ通報する火災報知設備の設置

により火災の早期発見、早期通報できるようにした。また、避難訓練

について、通常年２回の実施を年３回実施することとし、併せて避難

体制を強化する。 
⑧ 防火管理体制は各自役割分担を決め、夜間は見回り回数を増やすこ

とで火災の早期発見につとめる。 
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５．当該規制の特例措置の内容 
（１）基準等との適合性の判断 
○ 入所者が円滑に避難可能な避難経路を２階から地上に通ずるように屋

外に確保すること。 
・ 火災の初期消火を行うスプリンクラーを設置する。 
・ 火気使用室等火災の発生の恐れがある部屋又は各居室３室ごとに、

延焼を抑制する壁を配置する。 
   ・ 各居室から避難口までの歩行距離を３０メートル以内とする。 
   ・ スロープ、すべり台等を設置することにより２階から地上に通ずる

避難経路を確保し、建物から敷地外への避難を容易とする。 
・ 広い敷地の確保により、建物から敷地外へ避難を容易とし、緊急車

両が通行可能とする。（敷地境界から建物までの有効幅員を４ｍ以上と

する。） 
・ 自動火災報知器の設置と消防機関へ通報する火災報知設備の設置 

により火災の早期発見、早期通報できるようにする。 
    
○  火災の際に、当該避難経路を利用して円滑な避難が可能となるよう適

切な訓練を定期的に行うこと。 
・ 避難訓練について、通常年２回の実施を年３回実施することとし、併

せて避難体制を強化する。 
・ 防火管理体制は各自役割分担を決め、夜間は見回り回数を増やすこと

で火災の早期発見に努める。 
 
○ 延べ面積が３千平方メートル以内であること。 
・ 全体では、５，０６４．１５平方メートルであるが、３棟に分割し、

各々の棟の延べ面積を９６３．１３平方メートル、１，７１０．００

平方メートル、１，７１０．００平方メートルとし、各棟を渡り廊下

でつないでいる。（渡り廊下部６８１．０２平方メートル） 
（建築基準法上問題なしであることを高知県土木部建築指導課に確認

済み。） 
   また、棟から棟への延焼を考慮し、各棟の壁は延焼を抑制する壁と
する。 

 
（２）専門家からの意見 
    平成１８年７月２８日付けで安芸市消防本部消防長、社団法人高知県

建築設計監理協会会長、高知大学教育学部家政教育（住居学）西島教授
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に文書によりそれぞれ照会し、次のとおり回答を得た。 
①火災予防、消火活動の観点から（安芸市消防本部消防長） 
スプリンクラー設備を設置することで、火災発生時の早期初期消火

が見込め、防炎物品の使用により火災の発生と延焼拡大の抑制が見込

める。また、避難経路の確保と避難器具の設置により火災発生時の避

難が容易である。また、自動火災報知設備、火災報知設備の設置によ

り、火災の早期発見、通報が可能である。さらに、防火管理を行い、

消防計画に沿った消防訓練を行うことで、災害発生時の円滑な行動が

見込める。 
以上のことから、建築後の防火管理体制が十分であれば、施設に係

る必要な安全性が確保できると判断する。 
 
〈県の判断〉 
スプリンクラー設備の設置等により、早期初期消火、早期通報も見込

まれるし、施設の消防計画において、防火管理体制が定められているこ

と等により、必要な安全性が確保されていると認められる。 
 

②建築物の防火等の観点から（社団法人高知県建築設計監理協会会長） 
防火上有効な間仕切壁により、避難経路と各居室の区画、居室３室

ごとの区画がなされており、また、施設全体を３棟に分割し、延焼の

抑制対策をしている。 
屋内消火栓及びスプリンクラー設置により、初期消火対策がなされ

ている。 
当該施設は２階建てであるが、すべり台等設置により地上に通じる

避難経路が確保されているし、各居室から避難口までの距離を３０ｍ

以下とし避難経路の廊下幅員も十分とられていること等から高齢者を

短時間で施設外に避難させることができる計画となっている。 
さらに、敷地に十分な空き地が確保され、各棟の周囲に４ｍ以上の

通路が確保されており、火災時の緊急車両等の進入を含め、円滑な消

火活動が可能であると判断できる。 
以上により、当該施設においては、火災に際し、施設及び入所者に

係る必要な安全性が確保されていると認める。 
 
〈県の判断〉 
  延焼防止の対策等もとられており、防火等の観点から安全性が確保さ

れた建築物であると認められる。 
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③木材の特性、利活用の観点から（高知大学教育学部家政教育西島教授） 
木材は、自然素材であるため、建築材による建築被害が皆無であり、

色合い、温かさ、テクスチュア、柔らかい感触、心地よい香り等の特

性により、居住性が高まり、高齢者福祉施設として適していると考え

られる。また、吸湿性があるため、高温多湿の高知県の気候・風土に

適した建築材であり、再利用・再生可能な地球に優しい建築材である。 
高齢者福祉施設としての住居性や高知の気候・風土などの地域性、

さらにエコロジーの観点などから総合的に見て、建築材として木材が

最適であると考える。 
 
〈県の判断〉 
  木材の持つ癒し効果によるストレスの軽減やアレルギーの抑制作用、

調湿効果、衝撃吸収能力など様々な効果が期待できる。 
 

（３）特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物の適用除外に係る必要な

安全性の総合的な県の判断 
   （１）及び（２）から、２．②に掲げる施設に係る特定事業の内容につ

いては、必要な安全性が確保されていると認める。 


